
単位：円
場  所  ・  物  量  等 使　　用　　目　　的　　等 金　　　額

（流動資産）
現　　　金 手元保管 運転資金として 306,281
普通預金 みずほ銀行　 内幸町営業部 運転資金として 11,077,416

三井住友銀行　　　　　　　  銀座支店 運用資産購入資金及び運転資金として 255,351,774
外貨建普通預金 三井住友銀行　　　　　　　  銀座支店 運転資金として 463,532

前払金 保有債券の購入時経過利息 811,093
268,010,096

（固定資産）
基本財産

土　　　　　地 東京都江東区森下　３－５－６　（１，７６６．７８㎡） 2,556,129,607

投資有価証券 満期保有目的有価証券 6,160,402,924
　　円貨建債券：日経平均連動ユーロ円債　他１件
　　米ドル建債券：国際協力銀行　他１９件
　　EURO建債券：ドイツ復興金融公社　他９件
　　豪ドル建債券：オーストラリア国債他９件
　　ポンド建債券：イギリス国債　他９件
　　加ドル建債券：カナダ国　国債　　他９件
満期保有債券以外の投資有価証券
　　米ドル建ＥＴＦ：ＩＹＲ　他４件
　　豪ドル建ＥＴＦ：ＳＬＦ
　　円建　ＲＥＩＴ：日本ビルファンド　他２８銘柄
　　円建　ＥＴＦ：ＪＰＸ日経４００

8,716,532,531
特定資産

制作費基金
投資有価証券 満期保有債券以外の投資有価証券 49,000,000

森下スタジオ建替資金 満期保有債券以外の投資有価証券 393,655,732
投資有価証券

退職給付引当預金 三井住友銀行　銀座支店　　大口定期預金 38,790,000

481,445,732
　その他の　　
　　固定資産 建　　　　　　物 東京都江東区森下３－５－６　森下スタジオ　建物 329,056,507

構　 　築　 　物 　　　　　　　　　　　　　森下スタジオ　外溝工事等 13,061,955
什　器　備 　品　　　　　　　　　　　　　森下スタジオ　音響機器・舞台装置 8,894,856

電　話　加　入　権 京橋事務局、森下スタジオで使用している（１６本） 1,142,000

敷　　　　　　　金 東京都中央区京橋三丁目１２番７号京橋山本ビル 5,131,295
４階　京橋事務所（事務局）として使用している
内外物産㈱

357,286,613
9,555,264,876
9,823,274,972

（流動負債）
預　　　り　　　金 職員に対するもの 雇用保険料　等 740,384

未　払　法　人　税 等 東京都中央区 法人住民税 120,000
未　払　消　費　税 等 東京国税局 消費税 166,600

賞　与　引　当　金 職員に対するもの 5,077,000

6,103,984
（固定負債）

退職給付引当金 職員に対するもの 38,790,000

38,790,000
44,893,984

9,778,380,988

公共有財産で使用実態に応じて、うち３２６，０１
７，２２３円相当は公益目的保有財産であり助成
事業として稽古場等を貸与している。残り３，０３
９，２８４円相当は管理用財産としている。

　正　　　味　　　財　　　産

２０１７年７月賞与支給見込のうち当期に帰属す
るもの

　流動負債合計

職員３名に対する退職金の支払に備え管理し
ている。

共用財産で、使用実態に応じて、うち４，９４６，
７９２円相当は公益目的保有財産、残り３，９４
８，０６４円相当は管理用財産としている

共用財産で、使用実態に応じて、うち２，９４１，
０６６円相当は公益目的保有財産、残り２，１９
０，２２９円相当は管理用財産としている

　固定負債合計
　負　　債　　合　　計

そ　の　他　の　固　定　資　産　合　計
　固定資産合計
　資　　産　　合　　計

共用財産で、使用実態に応じて、うち９６４，９９
０円相当は公益目的保有財産、残り１７７，０１０
円相当は管理用財産としている

職員３名に対する退職金の支払に備え管理し
ている。

特　　　　定　　　　資　　　　産　　　　合　　　　計

公益目的保有財産であり、助成事業の森下ス
タジオに使用している

基本財産のうち投資有価証券は全額共用財産
で、うち５，０８７，７５１，６１８円相当は公益目的
保有財産であり、その運用益を公益目的事業
の財源として使用。残り１，０７２，６５１，３０６円
は管理用財産であり管理運営費の財源として
使用している。

基　　　　本　　　　財　　　　産　　　　合　　　　計

貸借対照表科目

財　　　産　　　目　　　録
２０１７年３月３１日現在

　流動資産合計

助成事業として保有する森下スタジオの建替資
金として管理してている。

制作費基金は全額公益目的保有財産で、運用
益を公益目的事業の財源として使用している。


